
提案団体からの見解について補足説明 

 

○ 職業能力開発校と専修学校を同等と主張することについて、例えば、自動車整備士養成

施設は国の「自動車整備士養成施設等の基準」に基づくものであり、２級自動車整備士養

成課程のある職業能力開発校と専修学校とでは、指導内容や施設の設備等は同等である。 

 

○ このように職業能力開発校は、設備及び編制等において既に入管法別表１の４に掲げ

られている専修学校と同等と認められるため、職業能力開発校入校者に「留学」を付与し

ていただきたい。 

 

○ さらに、本提案は「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に掲げる「外国人材の受入」

により、地方の中小企業の人材確保が図られ、「活力ある中堅・中小企業等の創出」を通

じた「活力ある地方創り」への貢献も期待できることから、国の方向性と一致している。 

 

○ なお、本県の職業能力開発校修了者（２年課程）は、職業能力開発短期大学校や職業能

力開発大学校専門課程と同等のカリキュラムを修了したと認められ、職業能力開発大学

校応用課程に編入が許可されている。 

 

○ 上記のように編入が認められていることからも職業能力開発校が専修学校と設備及び

編制等で同程度とみなせると考える。 

 

○ 仮に、専修学校と同程度とみなせないとした場合であっても、本県としては、制度改正

により、出入国管理及び難民認定法別表第一の四に掲げる教育機関の対象を拡大すべき

と考えるが、それができない理由、また拡大することによる支障を明確にお示しいただき

たい。 

  

○ また、「技術・人文知識・国際業務」の在留資格に関する主張については、県の職業能

力開発校において、プログラミング、自動車整備等を実施するなど、修了生は一定水準以

上の専門的知識を習得しており、またその知識を必要とする業務に従事している。 

 

○ 職業能力開発校と専修学校では、修了者の取得可能な資格が同等の場合が多く、習得す

る専門的知識も同程度と考えられることから職業能力開発校修了者について、専修学校

修了者と同等に評価し「技術・人文知識・国際業務」の在留資格を付与できると考える。 


